
第６章

ベネズエラの石油産業

――超重質油依存とチャベス政権の政策――

坂 口　安 紀

はじめに

　ベネズエラにおける石油の商業開発は１９１０年代に始まった。１９１４年に第１

次世界大戦が勃発すると世界の石油需要が拡大し，石油を求めて欧米石油メ

ジャーが次々と押し寄せ，石油開発・生産が急速な勢いで拡大した。２０世紀

前半にはベネズエラは米国に次いで世界第２位の産油国，世界最大の石油輸

出国となった。国内的には石油輸出は国民経済の牽引役として重要な役割を

果たしてきた。総輸出額の８～９割を石油が占め，財政収入も１９８９年に税制

改革が実施されるまでは８～９割を石油に依存する状況が長らく続いた。

　国民経済が石油に依存しながら発展する一方で，ベネズエラでは石油依存

の脆弱性が早い時期から認識され，さまざまな政策や制度によって国民経済

や財政の石油依存を軽減する努力がされてきた。輸入代替工業化政策による

経済の多角化や，石油価格の変動がマクロ経済や財政に与える影響を緩和す

るための通貨安定化基金の設立，高率の付加価値税の導入による財政の石油

依存の軽減努力などである。

　ところが，１９９９年に誕生したチャベス（��������	
���
���）政権は，この

ような姿勢を転換し，財政や経済活動の石油依存を大きく強めながら，石油

収入を原資とした社会経済改革に着手している。石油産業に対してはロイヤ

ルティ率や所得税率の大幅引上げにより国庫拠出金を拡大させ，それをもと



に医療，教育，住宅建設などの社会開発プロジェクトやインフラ整備を進め

ている。反米外交や第三世界（とくにラテンアメリカ）におけるリーダーシッ

プ確立のための外交ツールとしても石油政策を明確に位置づけている。石油

に対する国家支配を強めており，１９９０年代以降参入が認められていた外国石

油企業に対してもナショナリスト的政策を強行している。

　チャベス政権の石油政策については，政治経済学的な議論が大半である。

それは，チャベス政権の石油政策が政治・外交的利害を強く反映したもので

あるからである。一方，経済合理性に乏しいとの批判も多い。それに対し本

章では，チャベス政権の石油政策について，技術と産業構造の２点を分析視

座に据えて考察することを目的としている。１９９０年代以降ベネズエラの石油

産業は超重質油への依存拡大という油種別の資源賦存状況の変化に直面して

いる。そのような状況において，技術や産業構造に着目した場合チャベス政

権の石油政策の合理性や維持可能性がどのように理解できるのかを考察する

ことが本章の主眼である。

　石油は本書で取り上げる他の輸出産品とは異なり，２０世紀初頭からベネズ

エラ経済を支えてきた伝統的輸出産品である。しかし以下の理由から，新し

い一次産品輸出経済論を提示することを目的とする本書において，ベネズエ

ラの石油産業を取り上げる意義はあると筆者は考える。

　第１に，石油産業そのものが過去２０～３０年の間に大きな変化を次々と経験

しており，現在ベネズエラの石油産業が直面する状況が先行研究が扱ってき

た時代と大きく異なることである。詳細は後に譲り簡潔に述べると，メイン・

プレーヤーとしての産油国国営石油会社の台頭，国有化による産業の上流・

下流の分断，急速な技術革新，国際市場の成熟と石油のコモディティ化，新

たな資源ナショナリズムの台頭，などである。ベネズエラにおいては上記に

加え，超重質油への依存の急速な進行も重要である。本章ではこのような石

油産業の新しい展開に注目する。

　第２に，技術と産業構造に着目する本章は，ベネズエラの石油産業論に関

する先行研究とは分析視角が異なる新たな議論の提示を試みている。ベネズ

���



エラの石油経済に関する先行研究には，石油産業あるいは石油政策の歴史を

解説したもの（�������［１９７５］），石油レントの分配や開発における位置づけ

を論じるもの（�����������	�
���
�［１９８７］，�����������	��
���［１９９５］），石

油収入が財政肥大をもたらす仕組みを分析したもの（����［１９９７］），石油政策

や国営ベネズエラ石油（���������	
���
��������������������）の経営戦略を

�����と国家（あるいは政治家）の関係性に注目して分析するもの（�����

［１９９９］，������［２００３］，�������［１９９７］）などがある。それらの大半は石油

政策を政治経済学的アプローチから議論するものである。本章はそれに対し

て，ベネズエラの石油政策を技術と産業構造という新たな視点から分析する

ことを試みる。

　第３に，本書で扱う他の輸出産業の分析と本章の間に，いくつか共通の要

因が見いだせることである。それは技術へのアクセス，拡大を続ける中国市

場の影響，近代的経営の重要性，などである。

　本章は以下の構成で議論を進める。第１節では，国際石油産業におけるベ

ネズエラの位置づけと国際石油産業の変化，そしてベネズエラにおける資源

ナショナリズムの台頭について概説する。第２節ではベネズエラの石油産業

が直面している最大の課題である，原油生産の低下と超重質油への加速的な

依存について状況を説明する。第３節では，�����がその課題に対してどの

ように解決しようとしているのかについて，１９９０年代の�����と現在のチャ

ベス政権下の�����の経営戦略を比較しながら議論する。

第１節　国際石油産業とベネズエラの石油産業

　１．世界の石油産業におけるベネズエラの位置づけ

　本節では，世界の石油産業におけるベネズエラの位置づけを統計で確認し

ておこう。表１は����（石油輸出国機構）の年鑑統計に基づき世界の主要産
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油国を示している。これによるとベネズエラは１日当たり３１０万７０００バレル

の原油を生産する世界７位の産油国である（２００６年）。ただし石油に関する指

標は産油国にとって政治的な問題であり，データの出所によって数字が大き

く異なる。ベネズエラ政府および�����は，近年の原油生産は表１同様１日

当たり３００万バレルを超えていると主張しているが，国際エネルギー調査機関

や国内外専門家の間ではベネズエラ原油生産量は近年１日当たり２４０～２６０万

バレルで低迷しているという見方で一致しており，政府発表との間に大きな

隔たりがある（１）。いずれにせよ，ベネズエラの原油生産量は世界で７～９位

に位置するといえる。

　表２は主要産油国の原油埋蔵量を示している。２００６年末時点でのベネズエ

ラの確認埋蔵量は８００億バレルと世界６位である。ここで留意すべきは，確認

埋蔵量とは，現在の石油価格と技術水準で経済的に回収可能な量を指し，石

油価格の変動や技術進歩によって埋蔵量は大きく増減するということである。

約８００億バレルの在来型原油の埋蔵量に加え，ベネズエラはオリノコ川流域

（ベルト）に原資埋蔵量１兆２０００億バレルともいわれる膨大な超重質油リザー

ブを抱える（２）。ただし技術的制約から回収率が低く，現時点でこれは石油埋

���

（出所）OPEC, Annual Statistical Bulletin 2006, p.61（http://www.opec.org   2007年９月４日閲覧）。
（注）＊はOPEC加盟国。bpd（barrel per day）は日産量（バレル）。以下表同じ。

表１　主要産油国の原油生産量（2006年）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

世界

ロシア

サウジアラビア＊

米国

イラン＊

中国

メキシコ

ベネズエラ＊

クウェート＊

UAE＊

ノルウェー

71,995.7

11,388.0

9,207.9

5,136.3

4,072.6

3,673.5

3,255.7

3,107.0

2,664.5

2,568.0

2,353.6

（1,000bpd）

100.0 

15.8 

12.8 

7.1 

5.7 

5.1 

4.5 

4.3 

3.7 

3.6 

3.3 

（%）



蔵量とは認知されていない。もし将来技術進歩により回収率が２０％に達すれ

ば，採取可能埋蔵量は２３５０億バレルに達すると推計されている（佐藤・�木

［２００６��１３］）。将来これが可採埋蔵量に組み入れられるとすると，現在の在来

型原油の８００億バレルと併せてベネズエラはサウジアラビアを抜き世界最大

の埋蔵量を誇ることになる。

　次に，世界の石油貿易におけるベネズエラの位置づけを確認しよう。表３

は世界の主要原油輸出国を示しているが，ベネズエラは世界８位である。ま

た世界最大の石油消費国で世界消費の４分の１を占める米国に対するベネズ

エラの原油輸出は１３��％で３位である（表４）。米国の原油輸入は過去１０年，
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（出所）British Petroleum, BP Statistical Review of World Energy June 2007 （http://www.bp.com 
2006年12月12日閲覧）。    

（注）石油には，ガス・コンデンセート，天然ガス液も含む。カナダの埋蔵量には開発中のオイ

ルサンドに関する公式推計値を含む。R/P（可採年数）は埋蔵量を生産量で割った数値。1）

OPEC諸国。2）100年以上。3）旧ソ連を除く。

表２　世界の確認埋蔵量（2006年末）

1,208.2

264.3

137.5

115.0

101.5

97.8

80.0

79.5

41.5

39.8

36.2

29.9

17.1

16.3

15.2

12.9

（10億バレル）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

順

位

　　　世界

サウジアラビア1）

イラン1）

イラク1）

クウェート1）

UAE1）

ベネズエラ1）

ロシア3）

リビア1）

カザフスタン

ナイジェリア1）

米国

カナダ

中国

カタール1）

メキシコ

国名

100.0

21.9

11.4

9.5

8.4

8.1

6.6

6.6

3.4

3.3

3.0

2.5

1.4

1.3

1.3

1.1

（%）

40.5

66.7

86.7
2）

2）

90.2

77.6

22.3

61.9

76.5

40.3

11.9

14.9

12.1

36.8

9.6

R/P

ratio（年）
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（出所）World Trade Atlas Databaseより筆者計算。

表４　米国の主要原油輸入元（2006年）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

世界

カナダ

メキシコ

ベネズエラ

サウジアラビア

ナイジェリア

イラク

アルジェリア

アンゴラ

エクアドル

クウェート

3,874

626

567

521

514

392

194

187

182

98

68

（100万バレル）

100.0 

16.2 

14.6 

13.4 

13.3 

10.1 

5.0 

4.8 

4.7 

2.5 

1.7 

（%）順位

（出所）OPEC, Annual Statistical Bulletin 2006, p.88。
（注）１日当たり輸出量が100万バレル以上の国。ナイジェリアの輸出にはコンデンセートも含む。

表３　世界の主要原油輸出国（2006年）

8,217.0

7,209.4

2,420.3

2,377.2

2,314.1

2,248.4

2,047.7

1,735.1

1,723.4

1,467.8

1,425.6

1,372.8

1,090.5

43,493.1

23,306.3

（1,000bpd）

18.9 

16.6 

5.6 

5.5 

5.3 

5.2 

4.7 

4.0 

4.0 

3.4 

3.3 

3.2 

2.5 

100.0 

53.6 

（%）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

順位

ロシア

サウジアラビア

UAE

イラン

ノルウェー

ナイジェリア

メキシコ

ベネズエラ

クウェート

イラク

リビア

カナダ

イギリス

世界

OPEC

国



カナダ，メキシコ，ベネズエラ，サウジアラビアの４カ国が若干順位を入れ

替えながらそれぞれ１０％強ずつを占めており，これら４カ国で米国の原油輸

入の５７％を供給している。

　一方でベネズエラにとって米国は原油輸出の最大の市場である（表５）。

チャベス大統領は強硬な反米姿勢で知られ，幾度となく米国への原油輸出を

止めると発言しているが，実際には米国のベネズエラ石油依存度よりもベネ

ズエラの米国市場依存度の方がはるかに大きく，ベネズエラ原油輸出の米国

依存度は２００４年には６５％にまで上昇した。しかしながら２００５年以降ベネズエ

ラは米国輸出を急速に縮小させており，米国市場依存度は４５％にまで低下し

た。

　米国への原油輸出の縮小を吸収しているのがラテンアメリカ諸国と，日本

を抜いて世界２位の石油消費国となった中国である。ベネズエラの中国への

石油（原油，石油製品とも）輸出は２００４年まではわずかだったが，両国間で石

油部門に関する数多くの協定が締結されたのに後押しされ２００４年以降急速に

拡大した。中国のベネズエラからの原油輸入量は，２００４～０６年に１０倍以上に

拡大している（����������	�
�����
������	より筆者計算）。

�
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（出所）OPEC, Annual Statistical Bulletin, 2006, p.87。

表５　ベネズエラの原油輸出相手先

2002 2003 2004 2005 2006

北米

　　　米国

　　　カナダ

ラテンアメリカ

西ヨーロッパ

アジア・太平洋

その他

世界全体

（1,000bpd）

936

872

63

465

127

…

45

1,572

（1,000bpd）

805

751

28

416

82

…

232

1,535

（1,000bpd）

1,106

1,018

51

392

63

5

…

1,566

（1,000bpd）

914

888

27

511

110

142

111

1,788

（1,000bpd）

803 

787 

17 

654 

191 

87 

0 

1,735

（%）

59.5 

55.5 

4.0 

29.5 

8.1 

2.9 

100.0

（%）

52.4 

48.9 

1.8 

27.1 

5.3 

15.1 

100.0

（%）

70.6 

65.0 

3.3 

25.0 

4.0 

0.3 

100.0

（%）

51.1 

49.6 

1.5 

28.6 

6.1 

8.0 

6.2 

100.0

（%）

46.3 

45.4 

1.0 

37.7 

11.0 

5.0 

0.0 

100.0



　２．国際石油産業の変化

　次に，石油産業の国際的な変化についておさえておきたい。世界の石油産

業は過去３０年間に大きな変化を経験してきた。ひとつは，石油産業の主要担

い手として欧米メジャーに代わって産油国（多くの場合発展途上国）の国営石

油会社が台頭してきたこと，もうひとつは国際石油市場の誕生・成熟である。

１９７０年代にベネズエラ，中東をはじめ多くの産油国で資源ナショナリズムが

興隆し，石油産業が次々と国有化された。その結果現在では表６が示すよう

に世界の原油生産の４割近くが����加盟国の国営石油会社によるものであ

り，欧米の巨大メジャーの合計を大きく凌いでいる。ベネズエラの�����も

そのひとつである。

　産油国の国営企業の台頭は国際石油産業に重要な変化をもたらした。それ

まで欧米メジャーのもとで垂直統合され，一貫操業が主流だった世界の石油

産業が，上流（開発，生産），下流（精製，小売）へと分断されたのである（図

１）。上流部門が国有化され，産油国の国営企業が担い，下流部分は欧米の石

油会社が担う体制が主流となった。換言すれば，原油はメジャーの内部取引

きから外部市場で取り引きされる財に転換したのである。その結果ニュー

���

（出所）高橋［2003: 4］。

（注）Petroleum Intelligence Weekly（PIW）の上位50社にランクされたもの。＊世界合計から上記
　　　合計37社を除いたもの。  

表６　生産主体別の原油生産量（2001年）

スーパーメジャー（５社）

準メジャー（９社）

OPEC加盟国営会社（11社）
ロシア（10社）

中国（２社）

その他＊

（1,000bpd）

10,106

4,140

26,164

5,874

2,829

18,120

67,233世界合計

（%）

15　

6.2

38.9

8.7

4.2

27　

100



ヨーク，ロンドン，東京など世界各地に原油を扱う国際石油市場が誕生し，

成長した。原油価格の変動が大きくなりリスクヘッジの必要性からスポット

市場に加え先物市場も世界各地で整備された。国際原油市場の成熟により原

油は戦略商品からコモディティへと変化した。

　一方で２０００年前後からベネズエラをはじめ，ロシア，イラン，ボリビアな

ど世界の石油・天然ガス生産国で資源ナショナリズムが再び興隆している。

����も１９９９年以降価格支配力を行使しようと再び試みている。ここで注目

しなければいけないのが，初めて世界的に資源ナショナリズムが高まった

１９７０年代と異なり，現在の資源ナショナリズムは，国際石油市場が成熟した

状況下で高まっているということである。上述したように１９７０年代には欧米

メジャーが石油産業を垂直統合しており石油取引は内部化され，原油市場は

存在しなかった。しかし現在は原油市場が成熟し，市場メカニズムが厳然と

して機能している。そのようななかで資源ナショナリズムが再び高揚してい

るが，１９７０年代のように資源ナショナリズムが強い支配力をもつことができ

ていない。産油国および����は短期的に石油価格に影響を与えることが可

能だが，それはあくまでも短期に限られている（３）。一方石油価格の歴史的高

騰で，ブラジルの海洋油田など新規油田の開発や，先進国を中心に代替エネ

ルギーの開発が急速に進んでおり，中長期的には価格引下げ要因となる。市

場メカニズムと資源ナショナリズムがせめぎあうなか，産油国は価格を中長
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（出所）筆者作成。          

（注）石油は原油ではなく石油製品として輸出される場合もある。その場合は＜輸出＞→＜精製＞

の部分は逆に＜精製＞→＜輸出＞となる。          

図１　石油生産の流れ

原油市場

＜探鉱＞ ＜調査＞ ＜生産＞ ＜輸出＞ ＜精製＞ ＜流通＞ ＜小売り＞

上流
（主に産油国国営石油
会社が担う）

下流
（主に先進国メジャーが担う）



期的には外生的なものとして捉えながら石油政策を策定しなければならない

状況にあるといわざるをえない。これは，後節でチャベス政権の石油政策を

検証する際に重要な点のひとつである。

　また国際石油産業が上流・下流に分断され，原油市場が誕生したことは，

産油国にとって新たな課題をもたらした。市場（主に先進国消費国）は依然と

して欧米メジャーが支配しており，産油国はそのなかで自国産原油の販路を

確保しなければならなくなったのである。とくに石油産業の国有化直後は，

新しく誕生した国営石油会社にとってこれは大きな障害となりうる。ベネズ

エラにおいても１９７６年の国有化後これが新生�����にとって大きな課題で

あったことが指摘されている（�����［１９９９］）。

　その後市場が発達し，原油はコモディティ化したといわれるものの，原油

は産地ごとに比重や窒素・金属などの化合物の混合割合などで質が大きく異

なり，それが産地ごとの原油の競争力に差を生む。一般的に比重の軽い原油

ほど，そして化合物の少ない原油ほど，競争力が高い。このような違いは，

精製における各種石油製品の生産割合や精製コストの差がもたらすものであ

る（４）。重質油や化合物の多い原油の精製には減圧蒸留や脱硫装置などの特

別な追加設備が必要になるため精製コストが高くなる。加えてその追加設備

は当該原油特殊な投資であり，他の産地の原油の精製には不要あるいは非効

率な投資となる可能性がある。石油産業の国有化以前は，欧米メジャーが原

油生産から精製，流通，小売までを一貫操業していたため，特殊な追加設備

への投資が埋没化（サンク）するリスクを回避できたうえ，精製部門の非効

率性（低利潤率）を上流部門の高い利潤率でカバーすることができた。しかし

国有化により国際石油産業が上流・下流に分断された後は，このような垂直

統合の利点が失われたため，重質油や化合物の多い原油は精製部門における

不利性が際立つようになった。比重が軽く化合物の混合割合が低い原油は世

界中の市場で容易に売却できる一方，比重が重く化合物の混合割合が多い原

油は，売却できても価格が相対的に低くなる。１９９０年代のように原油，石油

製品ともに石油価格が低迷し，精製部門の利潤率が小さくなると，重質原油
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や化合物の多い原油の不利性はさらに強まる。

　国有化により石油産業が上下流で分断され，原油が市場取引されるように

なった結果，産地間，あるいは油種間の競争が生まれたのである。ベネズエ

ラの原油は重質油，またそれよりもさらに比重が重い超重質油が大半であり，

ベネズエラ原油は世界市場のなかでは競争力が弱い。比重が重い原油は上述

のように精製マージンが小さいうえに重質原油対応の精製設備という特殊性

の高い投資が必要になるため，精製を外部企業にまかせると引受け手がなく，

原油が市場へのアウトレットを失うことになりかねない。そのため市場を確

保するためには，重質油を抱える産油国は自ら精製を行うか，あるいは精製

企業に対して何らかのインセンティブ付けをする必要が出てくる。ベネズエ

ラの�����も，１９８０年代にドイツと米国において精製企業への資本参加を行

うことで，欧米市場への足がかりをつかもうとした。米国においてはさらに

流通・小売りにも進出し，ガソリン・スタンド・チェーン（�����）を完全子

会社化した。現在は中国や南米・カリブ地域において現地国営石油会社との

間で，ベネズエラの重質油対応の精製施設を建設する合弁事業について交渉

を進めているが，これも超重質油中心のベネズエラ原油の販路確保のための

戦略であるといえよう。

　３．ベネズエラにおける資源ナショナリズムの台頭と石油レントの議論

　次にベネズエラの石油政策に歴史を通して大きな影響を与えてきた，１９４０

年代に高揚したベネズエラの資源ナショナリズムと，その核となる石油レン

トの議論について概説しよう。というのも，現在のチャベス政権の石油政策

に当時の資源ナショナリズムをめぐる議論の影響が色濃く見られるためであ

る（５）。

　ベネズエラでは１９１０年代に欧米メジャーにより石油開発が始まった。第１

次世界大戦期の石油需要の拡大にも後押しされ，ベネズエラの石油開発は急

速に進んだ。２０世紀前半にベネズエラは米国に次いで世界２位の産油国，最
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大の石油輸出国となっていた。そのようななかベネズエラでは他の産油国に

先駆けて１９４０年代より石油をめぐる資源ナショナリズムが高揚した。そこで

かぎとなったのが石油レントの正当化の議論である。

　生産者（欧米メジャー）から石油収入の一部を国の取り分として要求するに

あたり，ベネズエラでは地代（レント）の考え方が生まれた。すなわち生産

活動の対価ではなく，地主が耕作者に対して地代をとるように，国家はその

所有資産である地下資源に対して地代を要求する権利がある，というもので

ある。しかし当時からすでに石油レントの徴収は，封建地主による地代取立

て同様，自由な生産活動を疎外し，資本主義発展を阻害するものであるとし

て，ウスラル・ピエトリ（��������	�
����
���）など，著名な知識人や政治家が

批判していた。また，生産活動をはるかに上回る所得を得ることで浪費文化

が蔓延したり，労働や生産を軽視する風潮が生まれる，あるいは石油レント

を国家が徴収し管理することで経済における国家の役割が肥大し資本主義発

展を阻害するという批判，財政の過度の石油依存を危惧する議論，などもベ

ネズエラの知識人の間で１９４０年代頃までにすでに生まれていた。

　そのような議論を抑えてベネズエラで石油レントの要求が強まっていった

のは，それが経済開発と民主主義，ナショナリズムと結びつくことで，また，有

限資源の保全というロジックにより，ネガティブな議論や批判を抑えて正当

化されてきたからである。石油産業の創成期にベネズエラはゴメス（�����

���������	
��）独裁政権下（１９０２～１９３５年）にあった。ゴメスは国家経済の開

発には無関心であり私的蓄財を目的に欧米メジャーに開発権を売却し，彼ら

に操業上の自由を与えていた。ゴメス政権下では１９０９年制定の鉱業法により，

外国石油会社は一般所得税以上の税金は課されず，ロイヤルティも設定され

ていなかったため，石油収入の大半が国外に流出していた。わずかに国内に

滞留する石油収入はコンセッションの売却などでゴメス一族が独占する一方，

それまでの主要産業であったカカオやコーヒーなどの輸出向け農業が急速に

衰退し，国民の大半は貧困状態にあった。

　このような状況でベネズエラの資源ナショナリズムは，欧米メジャーと結

���



託した軍事政権に抵抗する，ベタンクール（��������	
��
���
）ら民主化運

動の担い手たちによって形成されていったのである。ゴメスの死後（１９３５年）

には２期の軍事政権が続いたが，民主化勢力の圧力を受けて，１９４３年に同国

で初めて石油に対するロイヤルティ（６分の１）が設定され，また石油産業

に対する国家の課税権を確立した炭化水素法が制定された（６）。これは，国が

地下資源の所有者としての権利（ロイヤルティ）と石油産業に対する課税権を

確立したという意味において，ベネズエラの石油政策の基礎となった。同法

前文には，国と石油会社の間で石油産業の利益を折半することをめざすフィ

フティ・フィフティの原則が盛り込まれており，５年後には所得税法改正によ

りそれが実現された（７）。この利益折半方式はその後さらに国の取り分が拡

大されて変化していった。一方政府はコンセッション契約の更新を認めない

ことも決めた。国の取り分拡大とコンセッションの更新拒否が１９７６年の石油

産業の国有化へとつながっていったのである。

　ベネズエラの資源ナショナリズムは，民主化運動のリーダーで１９５８年に民

政移管後政権をとったベタンクールと，後に鉱業大臣を務め，また����創

設の立役者となったペレス・アルフォンソ（���������	��
��
����	��	）がその

基礎を作った。彼らは，欧米メジャーが独裁政権と結託して石油の富を略奪

しているとして批判した。そして石油収入は所有者である国民に還元すべき

であり，また工業化の原資に使うことで経済発展を進展させ，貧困を克服す

べきであるというように，民主主義，公平，開発といった社会正義とリンク

させることで石油レントの要求を正当化した。また，石油はいつかは枯渇す

る有限資源であるから保全を考えるべきであり，そのためには石油収入は生

産拡大ではなく石油レントの引上げによるべきである，と主張した。とくに

ベタンクールは，第２次世界大戦で世界の石油需要が拡大している時期に，

需要拡大に併せて生産を拡大すると貴重な石油資源の枯渇を早めるので，石

油レントを引き上げ，生産は縮小すべきだとさえ論じている（�����������	�

������［１９８７��７１］）。
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第２節　ベネズエラの石油産業の現状

　本節ではベネズエラの石油産業の現状と問題点について考察する。端的に

いうと，ベネズエラの石油産業は現在，石油生産の低迷と超重質油への加速

的依存という２つの問題に直面している。

　１．石油生産の低迷

　図２はベネズエラの長期石油生産の推移を示している。石油生産は１９７０年

頃にひとつめのピークを迎えその後急速に生産が低迷した。それは１９６０年代

後半から資源ナショナリズムが高まったことと１９７６年の石油産業国有化が明

確になったために，それを見越して外資メジャーが投資控えをしたことにあ

���

（出所）Deutch Bank［2003: 14］。
（注）IOC（International Oil Companies）が外国石油会社。 

図２　ベネズエラの原油生産における外国石油会社（IOC）とPDVSAの割合
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る。１９７０年代から１９８０年代に原油生産は１日当たり１５０～２００万バレルで低迷

した。その後１９８０年代末から１９９０年代にかけて原油生産は回復し，１９９０年代

末には１日当たり３００万バレルを達成するまでになった。

　しかし原油生産はチャベス政権が誕生した１９９９年から再び縮小を始めた。

２００２年１２月には２カ月にわたる反チャベス派のゼネストによって石油生産・

輸出も中断されたため，２００３年には石油生産は１日当たり２２０万バレルまで落

ち込んだ。その後も石油生産は大きな回復を見せることはなく，近年は１日

当たり２５０～２６０万バレルで低迷している。１９９９年以降の生産低下は，�����

が国内政治の対立に深く飲みこまれ混乱が続いたこと，より多くの石油収入

を国庫に回すために�����の投資が抑制されたこと，ゼネストでの２カ月の

生産停止のダメージを回復できていないこと，チャベスが完全掌握した後の

�����の生産性が低いことなど，複合的原因の結果であると考えられる。

　ベネズエラの石油生産が経験した２度の生産縮小は，端的にいえば投資控

えの結果であるといえる。石油産業は装置産業であるものの，継続的にメイ

ンテナンス投資が必要な産業である。さらに古い油田ほどそのメインテナン

ス費用が大きくなる費用逓増産業である。油井は採掘当初は地層内の圧力で

石油が自噴する。しかし長期にわたって生産を続けると，地層内の圧力が低

下して自噴しなくなり，生産性が低下する。そのため石油を汲み出すには新

たに水やガスを地下深くに注入して地下圧力をあげるなどの人工採油が必要

になる。１９２０年代に石油開発が始まり多くの油田が老朽化しているベネズエ

ラには２００５年には約１万４０００カ所の生産油井が存在したが，その９５�５％が人

工採油である。これは世界平均の９３�５％より若干高く，����平均の６５�６％と

比べるとかなり高い（����［２００５��５１，������３７］より計算）。そのためベネズ

エラでは生産水準の維持・拡大のためには，新規油田開発のための大規模な

新規投資が必要なうえに，既存油田への継続的投資が不可欠であるという点

は重要である。

�
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　２．主要産地の変遷

　図３はベネズエラの主要産油地域を示している。ベネズエラの石油開発は

第１次世界大戦期にマラカイボ湖周辺で始まり，それ以降マラカイボはベネ

ズエラの石油生産の中心地であった。しかしマラカイボ周辺の油田の多くは

老朽化しているため，１９９０年代以降生産が急速に低下している。１９９７～２００４

年にマラカイボの産油量は２５％縮小している。一方で同時期にオリノコベル

トが産油量を３３％増やしており，１９９９年にはマラカイボを抜いてベネズエラ

で最大の産油地域となった。２００４年にはオリノコベルトの産油量は全国生産

���

（出所） http://www.a-venezuela.com/mapas/map/html/cuencaspetrolifer.html（2007年１月15日
閲覧）に加筆。

図３　ベネズエラの主要産油地域
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量の５８�２％を占めている。オリノコベルトでは，これに加えて超重質油の改

質原油（特別な精製プロセスにより超重質油の比重を下げたもの）の生産が１９９８年

に始まっている。２００４年には改質原油の生産は年間１億９０００万バレル（１日

当たり５２万６０００万バレル相当）にまで拡大しており，これも含めるとオリノコベ

ルトの総産油量に占める割合は６４�１％になる（����������	
�	�����
�	�	���������	

����，�各年）。

　３．重油，超重質油への依存の高まり

　主要産地がマラカイボからオリノコベルトへ移ったことは，ベネズエラの

石油産業にとってもうひとつの大きな変化を意味する。それは，ベネズエラ

の原油生産が，重油，特に比重が重くタール状の（オリノコタールとも呼ばれ

る）超重質油への依存を強めているということである。表７はオリノコベル

トとそれ以外の地域の油種の割合を示している。その他の地域（大半がマラカ

イボ）では比重が軽い，軽質油，中質油が過半を占めるのに対して，オリノ

コベルトは９割以上が超重質油である。すなわちベネズエラの主要産油地域

がマラカイボからオリノコベルトへ移ったことは，今後ベネズエラの原油生

産が超重質油への依存をますます強めることを意味する。表８は１９９１年以降

のベネズエラの原油生産を比重別に示している（���度が高いほど比重は軽い）。

���３０度以上の比重の軽い原油の割合が２００４年までに２割に減り，超重質油

を中心に���３０度未満の比重の重い原油が８割近くに達している。ベネズエ

ラの原油３分類では全体的に���度が低い（比重が重い）水準で区分されてい
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（出所）Mommer［2004a: D1］。

表７　ベネズエラの地域別油種の割合（2001年）

オリノコベルト

その他の地域

中質油

31.6

16.6合計

（％）

超重質油

91.3

4.3

45.7

軽質油

25.4

13.3

コンデンセート

4.2

2.2

重質油

8.7

34.4

22.2



るが，一般的には���２６～２９�９９度を重質油，���２６度未満は超重質油と分類さ

れる（８）。これに従うとベネズエラの原油の８割近くが重質油であり，しかも

その大半が超重質油である。

　比重の重い原油ほど精製において不利であることは前述したが，そのため

重質油，特に超重質油の割合が多いベネズエラ原油は価格が低い。表９は

２００６年の世界各産油地別の平均石油価格を示しているが，比重の軽いブレン

ト（北海油田）や���（米国）と比較してベネズエラ原油はバレル価格が約１０

ドル安くなっている。����諸国の原油も比較的重質油の割合が高いが，そ

れとと比べてもベネズエラの原油価格がかなり低いことがわかる。

　超重質油への依存を強めていることは，１９９０年代以来ベネズエラの石油産

業にとって深刻な問題であった。オリノコ超重質油は比重が重すぎて，重油

対応の精油施設でも精製できない。そのため，製油施設での精製が可能な水

準にまで超重質油の比重を下げる改質（アップグレード）が開発のかぎを握っ

���

（出所）Ministerio de Energia y Petroleoホームページ（http://www.mem.gob/ve 2006年12月27日
閲覧）。

表９　世界各地の石油価格（2006年平均）
　（単位：USドル/バレル）

56.6

ベネズエラ

61.23

OPECブレント

66.49

バスケット

66.34

WTI

（出所）Ministerio de Energía y Minas（現Ministerio de Energía y Petróleo），PODE 2004, p. 46.よ
り計算。 

（注）API度が小さいほど原油の比重は重い。2004年は年生産量を365日で割った数字で筆者計算。

表８　ベネズエラの比重別の原油生産量の推移

1991

1995

2000

2004

API≦22.0 22.0＜API＜30.0  30.0≦API 合計

622

915

1,332

1,530

（1,000bpd）

26.0

32.7

42.3

48.5

（%）

1,013

1,096

1,099

942

（1,000bpd）

42.4

39.2

34.9

29.9

（%）

753

788

715

680

（1,000bpd）

31.5

28.2

22.7

21.6

（%）

2,388

2,799

3,146

3,152

（1,000bpd）

100.0

100.0

100.0

100.0

（%）



ていた。１９９０年代ではこの改質技術が確立していないうえ当時は石油価格が

低かったため，オリノコ超重質油プロジェクトの商業リスクは高く，開発が

進まなかった。そのためオリノコ超重質油は，触媒を使って水溶化したオリ

マルジョンと呼ばれる発電用燃料の生産に使用されていただけであった。た

だしオリマルジョンは発電用石炭の代替燃料として使われるもので貿易統計

上は石炭扱いであり，価格，税率ともに低かった。そのためベネズエラとし

ては，超重質油をオリマルジョンではなく，原油として開発・生産すること

が急務であった（９）。

第３節　国営石油会社（�����）の経営戦略と石油政策

　前節では，ベネズエラの石油産業が生産の低迷と超重質油への加速的依存

という問題に直面している状況を見た。本節では，この課題に対して�����

がどのような経営戦略を立ててきたのか，あるいは政府がどのような石油政

策をとることで，問題を克服しようとしているのか，について考察する。

　１．１９９０年代における�����の経営戦略

　超重質油への依存が拡大していること，またそれに対して早急な対応をと

らないとベネズエラの石油産業が中長期的に危機的状況に陥るであろうこと

を１９９０年代の�����経営陣は強く認識していた。それに対する彼らの処方

箋は，�老朽油田や限界油田の再開発により中質油，軽質油を新たに探鉱し，

生産を拡大させること，そして，�それまで未着手であったオリノコ超重質

油の開発，特に輸出するための改質化（アップグレード）の可能性を探ること，

であった。いずれのプロジェクトも高い技術力と資金力が必要であるうえ

１９９０年代は石油価格が低迷しており商業的リスクも高かった。そのため

�����経営陣は技術力，資金力，リスク管理能力をもつ先進国の石油企業の
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協力が不可欠であると判断し，議会を説得して国有化後初めて石油産業への

外資参入（“��������������	���”石油開放政策）を認めさせた。

　ひとつめのプロジェクトは，サービス契約（����������	�
�����）と呼ばれ，

１９９２年，１９９３年，１９９６年に併せて３２の契約が結ばれた。旧来の技術では埋蔵

量が発見できなかった地域に，外資がもつ最新技術を投入して新たな埋蔵量

を発見したり，長らく生産を続けてきたために生産が落ちている老朽油田に

新技術を投入して生産量を拡大することをめざしていた。このプロジェクト

は成功し，２００４年にはあわせて１日当たり５１万８０００万バレルの原油を生産す

るに至っている（１０）。外資開放政策の先鞭をつけた同プロジェクトでは，議会

や国内の資源ナショナリズムと折合いをつけるべく，外国石油会社は資本参

加せず，あくまでも�����の下請けとしてオペレーションサービスを請け負

うという契約方式をとっていた。外資は石油処分権をもたず，サービス料を

受け取る。

　２つめのプロジェクトは，オリノコ超重質油の比重を軽くしたり化合物を

取り除いた改質原油（合成原油とも呼ばれる）の生産・輸出を目指す，外資と

の戦略的提携（���������	
��
�
���）である。オリノコ超重質油の探鉱・生産

自体はさほど高い技術力を要さず，生産コストも低い。超重質油の商業開発

を阻んでいたのは改質技術の目処がたっていなかったことと，当時は石油価

格が低迷していたため商業ベースにのらないリスクが高かったためである。

そのため�����はこのプロジェクトに外資を誘致するにあたり，�外資のマ

ジョリティ資本参加，�３０年の長期契約，�当初９年間の優遇的ロイヤルティ

率（１％），�石油特別所得税率（５０％）ではなく一般所得税率（３４％）の適

用など，さまざまな優遇条件を提示した。この枠組みのもと１９９３年と１９９７年

にそれぞれ２件ずつ，計４件の外資マジョリティの合弁企業が設立された（表

１０）。これらの事業はいずれも２００１年以降改質原油の生産に成功しており，

２００４年にはあわせて１日当たり３７万バレルを生産するに至っている。

　石油開放政策には上記２つのほかに，プロフィット・シェアリングという

枠組みもあったが，上記２つと異なりほとんど成果は出ていない。

���



　１９９０年代の�����経営陣は，超重質油への加速的依存という重大な問題に

対し，国際石油価格が低迷するなかで，技術的・商業的不確実性を抱えなが

ら対処しなければならなかった。彼らはそれを外資導入によって乗り越えよ

うと考えたのである。結果的には両方のプロジェクトとも順調に生産を開始

し，拡大している。１９９０年代にとられた外資開放政策により，外資参加プロ

ジェクトの石油生産は２００４年にはあわせて１日当たり９０万バレルと，同国の

石油生産のおよそ３分の１を占めるに至っている。換言すれば，図２が示す

ように２０００年頃をピークに�����自身の石油生産が大きく落ちこんでいる

のを，１９９０年代に再導入された外国石油会社が補っている状況にある。

�
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（出所）Ministerio de Energía y Minas（現Min. de Energía y Petróleo），PODE 2004, pp.52, 56。
（注）希釈原油（crudo diluido）とは、比重の軽い原油と混ぜたもので、改質油とは異なる。

表10　オリノコの超重質油プロジェクト

出資会社および

出資率（％）

Chevron-Texaco 40.00
Phillips 30.00
Pdvsa 30.00

Exxon-Mobil 41.67
Veba Oel 16.66
Pdvsa 41.67

Total Fina Elf 47.00
Pdvsa 38.00
Statoil 15.00

Conoco-Phillips 50.10
Pdvsa 49.90

改質度

（API）

22

16

27～29

25.4～19.5

改質能力

（1,000bpd）

190

120

200

120

操業開始

2004年10月

2001年８月

2002年２月

2001年１月

合弁企業

Ameriven

Cerro Negro

Sincor

Petrozuata

合計

2004年

希釈原油

生産

（1,000bpd）

140

17

157

2004年

改質原油

生産

（1,000bpd）

24

105

137

104

370



　２．チャベス政権下の石油戦略

　１９９９年に発足したチャベス政権下では�����が深い政治対立の核となり，

２カ月に及ぶ反対派のゼネストでの石油生産・輸出の停止や，�����役職員

の大量解雇・更迭など，ベネズエラの石油産業は大きく混乱した。チャベス

大統領は就任直後から�����からの国庫拠出金を拡大するよう要求し，要求

をのまない�����経営陣を更迭し，石油産業や企業経営に経験のない政治家

や軍人などを�����総裁として送り込んでいた。�����の人事や投資計画

など経営戦略全般に対するチャベス大統領の強硬な介入に対して�����の

役職員の大半は一丸となって長期にわたり抵抗運動を続けた。それが業界団

体や労組，一般市民の反大統領派の運動と結びつき，ついには２００３年１２月に

�����を含む大規模な長期ゼネストへと発展したのである。

　ゼネスト後チャベス政権はストに参加した�����役職員約２万人（全体の

ほぼ半数）を更迭・解雇するとともに，ラミレス（�����������	�
）エネルギー

石油大臣に�����総裁を兼任させることで�����を完全掌握し，急進的な石

油政策へと大きく舵をきった。１９９０年代の�����経営者が最も重視してい

たのは超重質油への依存が拡大するなかでの生産拡大路線の確保であったが，

チャベス政権は資源に対する国家主権の確立と，石油レントの拡大およびそ

れを原資にした社会開発の促進を重視している。そのためチャベス政権下で

は，外資開放政策の大幅な見直しと，ロイヤルティ率と所得税率の大幅引上

げが行われている。またチャベス政権は，反米，南米エネルギー協力の推進

などの外交カードとして石油を使っており，石油事業の新規パートナーの選

択や輸出市場開拓にも外交利害を反映させている。

　２００１年にチャベス政権は新炭化水素法を施行し，石油資源における国家主

権，すなわち石油事業におけるベネズエラの過半数支配を再確立した。それ

を受けて２００５年には１９９０年代に締結され，順調に生産を拡大していた３２の外

資とのサービス契約を�����が過半数を支配する合弁企業へと強制移行す

���



ることを決め，移行に同意しない場合は事業を接収すると警告した。これを

受けてエクソン・モービル（���������	）が権益を合弁パートナーに売却し

て撤退し，また４社（１１）が�����に５鉱区を返還して撤退した。���（イタリア），

トタル（�����，フランス）の２社については移行に同意したものの条件で折

り合えず，２００５年６月にベネズエラ政府は事業接収を断行した。上記のよう

に一部権益を売却したり返還したものもあるが，３２鉱区の大半（２５鉱区）に

ついてはサービス契約は事業再編ののち２１の合弁企業へと移行した。これに

は��（英国石油），シェル（�����），シェブロン（�������），帝国石油などの

他に，中国（����），ブラジル（���������）などの途上国の石油会社や，国

内民間企業（�����������，�������）も２社含まれる（��������	
����２４���������	�

２００６��１７���������	�２００６）。

　石油事業への国家支配の強化は，オリノコ超重質油の４つのプロジェクト

にも及んでいる。前述のように同プロジェクトが始まった１９９０年代には技術

的・商業的リスクが高かったため，戦略的提携の名のもと，外資マジョリティ

の合弁企業体制が認められていた。それに対しても，２００７年には�����の出

資比率を過半数に引き上げる，実質上国有化のプロセスをチャベス政権は強

硬に進めており，そのなかで有力外資数社の同事業からの撤退が予想されて

いる。

　また，石油レントの拡大のために，ロイヤルティ率，所得税率が段階的に

大幅に引き上げられた。２００１年の新炭化水素法では，ロイヤルティ率が

１６�６％から３０％へと引き上げられた。オリノコ超重質油プロジェクトには当

初９年はロイヤルティ率が１％とされていたが，２００４年１１月には１６�６７％に引

き上げられた。さらに２００６年８月にはオリノコ超重質油プロジェクトを含め

てすべての石油事業のロイヤルティ率が３０％へと引き上げられている。

　サービス契約については外資石油会社は生産物の所有権も処分権ももたな

いため，彼らはあくまでも�����の下請けという位置づけにあり，そのため

５０％の石油特別所得税ではなく最大３４％の一般所得税率の適用を受けていた。

チャベス政権は２００５年４月に，サービス契約の３２事業に対して石油特別所得
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税率を適用することを決め，その結果所得税率は３４％から５０％に引き上げら

れた。さらにそれを２００１年までさかのぼって課税し，その支払いを要求した。

　このように外資に対して石油レントの拡大を求める一方，チャベス政権は

�����に対しても同様に国庫への拠出金拡大を求めてきた。ロイヤルティ

率の引上げは�����にも適用されるうえ，�����にはチャベス政権が進める

社会開発プロジェクトに対する直接支出や，������（国家開発基金）への

拠出を強く求めた。表１１は�����の２００５年の損益計算書である。売上げは

８５７億ドル，費用は６６５億ドルだが，ロイヤルティ１３３億ドルが費用に含まれ

ているため，費用からロイヤルティをはずして計算した税引き前利益�は３２５

億ドルとなる。このうちロイヤルティ，所得税などで国庫に入る分は１９１億ド

ルで�の５８％だが，それに６９億ドルにものぼる社会開発投資が加わり，

�����の財政負担額は�の８０％にものぼる。一方で新規探鉱投資は社会開

発投資のわずか１�７％の約１億１８００万ドルである。�����独自の開発・生産拡

大よりも社会開発や財政貢献を大きく優先させている実態が浮き彫りになっ

ている。�����が２００５年８月に発表した中長期戦略計画によれば，２０１２年ま

でに原油生産量を１日当たり５８０万バレルにまで引き上げ，うち�����自ら

の生産増加分は１日当たり約１８０万バレルと設定されている。しかし石油産

業は探鉱から生産開始までに数年かかるため，新規開発投資が大幅に遅れて

いる状況では目標達成は困難であると思われる。

　同戦略計画はオリノコ超重質油の開発においても２０１２年までに１日当たり

約６０万バレルの生産拡大を計画している。オリノコ超重質油プロジェクトは

現在エクソン・モービル，トタルなど欧米メジャーとの４つの戦略提携（外

国企業がマジョリティの合弁企業）が生産しているが（表１０），それに加えて

�����は新規鉱区に１１の開発プロジェクトの開始を決め，パートナー企業を

指名認可した。それには既存の４つのプロジェクトで成果を出している上記

会社をはじめとする欧米の石油会社は１社も含まれず，中国国営石油（����），

ブラジル国営石油（���������）をはじめ，イラン，ロシア（２社），インド，

アルゼンチン，ベトナム，ベラルーシ，マレーシアなど，ベネズエラでの石

���



油開発経験のない途上国の国営石油会社が大半である。技術力や経験面で欧

米メジャーに及ばない国営企業を事業パートナーにしていることで，オリノ

コ超重質油の開発に技術面での懸念が指摘されている（１２）。

　技術面でいえば，�����自身の技術力，人的資本の質も２００３年以降大きく

低下している。１９８０～９０年代の�����は，国営企業でありながら欧米メ

ジャーに匹敵する有能な人材を抱え，専門経営者が主導する世界で最も優良
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（出所）PDVSAホームページ（http://www.pdv.com）より2006年11月１日閲覧。

表11　PDVSA損益計算書（連結）2005年

売上げ  

　　原油・石油製品の売上げ 

　　　輸出 

　　　国内 

　　石油化学製品の売上げ 

  

費用  

　　原油・石油製品の購入費用 

　　営業費用 

　　探鉱費用 

　　減価償却 

　　資産価値減耗 

　　販売・事務・その他費用 

　　ロイヤルティ・その他税金 

　　資金調達費用 

　　その他 

  

税・社会開発支出前利益  

  

　　社会開発支出 

  

税引き前利益  

  

石油法人税  

  

純益  

85,730

66,521

19,209

6,909

12,300

5,817

6,483

81,105

1,408

2,040

1,177

32,979

14,645

118

3,334

20

1,376

13,318

190

541

（単位：100万ドル）



な石油企業のひとつであった（１３）。それを可能にした背景のひとつは，多くの

役職員が１９７６年の国有化以前の欧米メジャー時代からの経験をもち，技術，

経営ノウハウ，そしてメジャー時代の企業文化をそのまま継承していたこと

である（１４）。第２に，人事にはメリトクラシー（能力主義）が徹底されていた

ことである。人事においては米国コンサルティング会社の評価システムが用

いられ，経営者はそこではじきだされるポイントによる内部昇進で決まって

いた（１５）。�����の�＆�部門である�������には当時数多くの博士号保持者が

おり，多くの特許を獲得するなど，技術開発力も備えていた。

　しかしチャベス大統領はゼネスト後の２００３年以降，ゼネストに参加した，

あるいは反大統領派と目される役職員を２万人近く解雇し，優秀で経験豊か

な人材を大量に失った。その分は新規採用で埋めているが，経験不足や採用

方針などから人材の質は低下しており，生産現場での事故の多発や財務報告

作成の大幅遅延が常態化している。現在の経営者は石油産業あるいは経営の

経験では１９９０年代の経営者に及ばず，役職員の任命・採用は経験や能力より

もチャベス政権への忠信で決まるといわれている（１６）。

　チャベス政権の石油政策は，２０世紀半ばのベタンクールやペレス・アルフォ

ンソら，ベネズエラの資源ナショナリズムを作り上げた人々の思想を色濃く

反映している。１９４０年代以降のベネズエラの資源ナショナリズムは，欧米メ

ジャーが石油の富を搾取しているとして糾弾し，彼らに対する石油レントの

要求を民主主義と経済発展，すなわち石油収入を原資とした工業化の必要性

によって正当化しながら醸成されてきた。政治・社会的正義を正当性の基盤

にしているため，それは近代ベネズエラにおいて揺るぎない強固な思想・政

策となった。一方今日チャベス政権は，政治・経済・社会的に疎外されてき

た貧困層への政治参加の拡大と経済社会的恩恵の分配を標榜する「ボリバル

革命」や，立ち遅れている社会開発の促進を資源ナショナリズムの正当性の

根拠として主張している。１９４０年代同様，政治・社会的正義を正当性の根拠

にしているため，チャベス政権の資源ナショナリズムも批判しにくい強固な

論理的基盤と国民に対する説得力をもっている。
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　３．技術と産業構造

　石油産業は１９８０年代以降急速な技術進歩を経験した。とくに情報処理，コ

ンピューターによる映像解析，地震探査や衛星探査が，石油探査の精度をあ

げリスクを低下させるとともに，調査・分析にかかる時間を大きく短縮した。

技術開発には高い技術力，優秀な人材，資金力，経験の蓄積によるノウハウ

などが必要であるため，一般的に先進国の石油会社が優位性をもつ。一方

�����など産油国企業も，産地特殊な技術開発をすることがある。例えばコ

スト面で採算が合わず事業化に至っていないものの，�����の�＆�機関で

ある�������は超重質油改質の独自技術の開発に成功していた。またブラジ

ル国営石油（���������）は，海洋油田の開発技術を独自にもっており，近年

リオデジャネイロ沖での海洋油田の開発に成功している。石油産業の開発・

生産にかかる技術は，海洋／陸地，深度，地層の状況，比重や粘度など原油

の性質などによって産地ごとに一様ではない。上記のようにブラジルの海洋

油田など産地特殊性の強い技術については，産油国の石油会社が先進国の石

油会社に頼らずに高い技術を独自開発することもあるが，一般的には最先端

技術は先進国の石油会社や技術サービス会社がもつ。技術サービス会社とは，

地震探査，掘削，セメンティング（掘削された穴の壁面をセメントで固める工

程）など，個別の工程・技術サービスを石油会社から受注して行うエンジニ

アリング企業である。途上国の国営石油会社は，上述のように地域特殊な技

術については高い技術力をもつことがあるが，地域特殊な技術は他の産油地

では利用できない，あるいは効率的な技術選択とならない。例えばブラジル

国営石油が海洋油田開発において先進国並みの技術をもつとはいえ，彼らが

オリノコの超重質油の開発・改質化において先進国の石油会社と同様の技術

力をもつわけではない。一般的には途上国の国営企業の技術力は先進国の石

油会社には及ばないといえるだろう。�����も，１９９０年代までは高い技術力

を誇っていたが，チャベス政権下，とくにゼネスト後に優秀な技術者の多く
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が�����を去った結果，同社の技術力は著しく低下したといわれている（１７）。

　技術には最先端技術とすでに標準化された技術がある。最先端技術が最適

技術とは限らない。技術選択には，その技術の導入コスト，それがもたらす

生産性やオペレーション・コスト，そして石油価格を考慮しなければならな

い。一般的に，最先端技術は開発企業が独占していたりライセンスを設定し

ているため，技術へのアクセスが困難であったり導入コストが高いが，いっ

たん導入すれば生産性を向上させオペレーション・コストを引き下げる。探

査の場合はより正確に埋蔵量の場所を確定させることでリスクを低下させる。

標準化された技術は技術へのアクセスが容易で，技術導入コストも低いが，

最先端技術と比較して生産性が低く，オペレーション・コストが割高になる。

それぞれの場合の総コストやリスクを計算し，石油価格と比べてどれだけの

利潤をあげられるかが，技術選択のかぎとなる。

　石油産業の最先端技術は先進国の石油メジャーおよび技術サービス会社が

もっている。石油産業は探鉱・開発・生産からなる上流部門だけでも数多く

の作業から形成され，多用な技術が必要になる。図４は工程の分業を簡略に

図式化したものである。実際には工程はさらに細分化されており，より多く

の技術サービス会社がかかわる。一般的には石油会社は現場作業の大半を自

ら行わず，技術サービス会社に作業を外注する。欧米を中心にハリバートン

など，高い技術力をもつ国際的な技術サービス会社が数多く存在し，多くの

場合彼らは得意分野をもつ。そのためすべての作業を１社に丸投げするので

はなく，数多くの作業を多数のコントラクターに外注するのが一般的である。

それらの作業は，数多くのコントラクターがひとつの時系列の工程のなかに

順番に組み込まれている。そのためひとつの作業において何らかの原因で遅

延が発生すると，それ以降の作業，すなわち他のサービス会社との契約がす

べて遅れていく。石油探鉱・開発は地層内の思いがけない状況や天候などの

自然条件に大きく左右されるが，これらの遅延がもたらすコストやリスクは

石油会社が負う。

　このような産業構造のなかで，石油会社と技術サービス会社の分業の線引
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きがどこでひかれているか，換言すれば石油会社の役割は何で，その競争力

の源泉は何か，という点が重要になる。探査，掘削，生産設備の建設などの

作業は石油会社ではなく技術サービス会社が行うのが普通である。一方石油

会社の役割は，�どの国・地域でどれほどの規模でどのような技術を使って

石油開発をするのかというプロジェクトの企画，�技術サービス会社が提出

するデータの分析・評価とそれに基づく意思決定，�技術サービス会社に対

するモニタリング，�資金調達，�技術サービス会社やコンサルタント，合

弁事業の場合は合弁相手の石油会社など，多岐にわたる事業者との間の複雑

なコーディネーション，�スケジュール調整も含めたプロジェクト管理，�

リスク管理などであり，それらの能力が石油会社の競争力の源泉となる。ど

こまでを自社内で行い，どこからを外注するかは，それぞれの企業の戦略の

違いである。例えば，技術開発に関しては，１９９０年代には欧米メジャーは開
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図４　上流部門の分業体制

（出所）筆者作成。

１．プロジェクト企画  

　　情報収集・評価 石油会社

　　入札・落札 石油会社

　　石油契約締結 石油会社

  

２．探鉱  

　　会社設立 石油会社

　　探査（地震・衛星等）・データ収集 技術サービス会社

　　分析・評価 石油会社

　　試掘 技術サービス会社

　　分析・開発計画の立案 石油会社

  

３．開発  

　　生産井の掘削 技術サービス会社

　　生産設備設置 技術サービス会社

  

４．生産 石油会社



発の多くを技術サービス会社に外注・依存していたが，２０００年以降は独自技

術の開発で競争力をつけ他社と差別化するために自社開発に転換したといわ

れている（岡崎［２００６］）。

　４．チャベス政権の石油政策の再検討

　技術と産業構造の議論をふまえてチャベス政権の石油政策を再検討してみ

たい。チャベス政権の石油政策は，一般的には政治的・外交的利害やイデオ

ロギーを強く反映しており，経済合理性が低いと批判されている。とくに批

判の対象となっているのは以下の点である。�内部留保や投資計画を大幅に

縮小しながらの�����の社会開発投資支出の拡大，�１９９０年代に始まった外

資開放政策によるプロジェクト契約の強制的変更，特に最先端技術をもち，

ベネズエラでの石油開発・生産の経験も豊富で比重の重い原油のノウハウも

ある欧米系メジャーに対して契約内容の変更を強制したり新規プロジェクト

に参加させないなど，敵対的な姿勢を強めていること，�その一方で，技術

力で先進国の石油会社に劣り，ベネズエラの重い原油の経験がない途上国の

国営石油会社に対して，新規事業を入札を行わずに指名認可していること，

�世界最大の石油市場である米国市場を軽視していること，�採算を度外視

した南米ガスパイプライン構想を提案していること（１８），������の人事では

能力や経験よりも政権への忠信を重視し，優秀な人材を政治的な理由から大

量に解雇したこと，などである。そのなかでもここでは特に，先進国石油会

社から途上国国営石油会社へのパートナー・シフトおよび�����の人事につ

いて取り上げ，技術や産業構造の議論をふまえて再検討を試みる。

　�����の内部人事とパートナー・シフトで，�����およびパートナーの技

術力や経験が低下したと見られている。しかし前述のように，技術を内部に

もたない場合，技術サービス会社など外部にそれを求めることができる。実

際，現�����有力幹部が，�����の人材の質と技術力の低下を認めながらも，

それをアウトソースでカバーすることが可能であると述べている（１９）。石油
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会社の役割はプロジェクト立案やモニタリング，コーディネーション，プロ

ジェクト管理などであり，実際の技術作業は技術サービス会社が行うのが一

般的であるため，石油会社の技術力不足で探鉱や掘削などの具体的な作業が

できないということはない。ただし能力の劣る石油会社では，最適なプロ

ジェクト立案，多種多様な技術サービス会社やパートナー，工程間のコーディ

ネーション，プロジェクト管理，サービス会社へのモニタリング不足などで

非効率が累積する可能性は大きい。１９９０年代のように石油価格が低迷したり

企業間競争が熾烈化して利潤率が低下している場合には，このような非効率

性は石油会社の経営を強く圧迫する。しかし近年石油価格は歴史的高騰を続

けており，石油産業の利潤率はきわめて高い。そのため効率的な経営ができ

ていないとしても，充分な利益を確保することが可能になっていることは考

えられる。

　またとくにオリノコ超重質油プロジェクトに関しては，１９９０年代と２００３年

以降では，諸条件が大きく異なる。１９９０年代にはオリノコ超重質油の改質化

プロジェクトは技術的・商業的目処がたっておらず，リスクが高かった。し

かし２００１年以降外資による４つの改質化プロジェクトはいずれも成功し順調

に生産を始めており，技術面での不確実性は消滅した。しかも実際にプロジェ

クトが成功してみると，必要技術は当初予想されたような最先端技術ではな

く，コストはかかるものの石油精製ですでに標準化されている熱分解技術の

応用で対応できるものであった（２０）。加えて２０００年以降の石油価格高騰で，オ

リノコ超重質油プロジェクトの商業的リスクは大きく低下した。すなわち，

オリノコ超重質油プロジェクトは技術的不確実性の消滅と商業リスクの低減

で，１９９０年代のような優遇条件をつける必要がなくなっているのである。

　サービス契約の合弁企業への強制移行についても，一方的な契約内容の変

更であることから，関係する外資メジャーからの批判は強い。しかし最終的

に３２のプロジェクトのうちベネズエラからの自主的撤退を決めたのはわずか

５社であり，合弁事業への移行条件で紛糾して事業が接収された２社を含め

２７のプロジェクトについては企業は合弁企業への移行を受け入れた。これは，

第６章　ベネズエラの石油産業　���



�����の経営支配の強化やロイヤルティの導入，所得税率の引上げなどの不

利な面を引き受けたとしても，外資にとってまだこのプロジェクトの利潤率

が充分高いことを示しているともいえる。またこのサービス契約は１９９０年代

初頭すなわち，国営化以降まだ外資参入が認められていない時期に，国会や

国民の資源ナショナリズムと折合いをつけるために，資本参加のないサービ

ス契約という形態をとっていたという経緯がある。しかしオペレーションの

実態はほぼ合弁事業に近いものであったため，リスク分担や報酬の分配とい

う観点からは合弁企業への移行は整合的であるという意見や，サービス契約

下ではサービス料を受け取るだけであったが，合弁企業になると共同経営者

として近年の石油価格高騰の恩恵も受けられるようになるメリットもあるな

ど，評価する意見もある（２１）。

むすび

　本章では，チャベス政権の石油政策について，技術と産業構造に着目しな

がら考察を進めてきた。はじめにベネズエラの石油産業が１９９０年代よりオリ

ノコ超重質油へ加速的に依存を深めている状況を見た。それに対して，当時

の�����経営陣は，軽質・中質原油の新たな開発と，超重質油の改質化の実

現という２つの戦略をたて，そのために国有化以来となる石油産業への外資

開放政策をとった。それに対し，チャベス政権の石油政策は，石油資源に対

する国家主権の確立と，石油収入による社会開発の促進を主眼としており，

経済合理性よりも政治・外交的利害が重視されたものであるとの批判が強い。

多くの技術サービス会社を束ねた構造をもつ石油産業において，社内に技術

力や人的資本が不足していたとしても，技術サービス会社などへの依存度を

高めることで開発を行うことは不可能ではないかもしれない。しかし石油会

社の能力や経験不足は，プロジェクトの立案，選択や意思決定，多数の関係

企業の間のコーディネーションなど，さまざまなフェーズで非効率性を蓄積
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していくことが考えられる。現在は石油価格が高いため，非効率的であって

も利益を確保することができている。しかし石油価格が低下すれば，とくに

改質コストがかかるオリノコの改質原油の場合，非効率性はプロジェクトの

商業的リスクを招きかねない。端的にいえば，石油価格がどこまで非効率性

を許容できるのか，という問題であるといえる。

　チャベス政権の石油政策は，あくまでも石油価格が高止まりすることを前

提としている。しかし国家原理や����の寡占行動が絶対的な支配力をもっ

た１９７０年代と異なり，現在は非常に成熟した国際石油市場が存在し，市場メ

カニズムが強力に働いている。����や産油国の行動が短期的に価格に影響

を与えることはあっても，中長期的には産油国は石油価格を外生的なものと

捉えて石油政策や開発政策を策定すべきであろう。だとすると，現在は高石

油価格によって許容されている非効率なチャベス政権の石油政策は，中長期

的には持続可能なものではないといわざるをえないであろう。

　石油は農産物などと異なり，再生不可能でいつかは枯渇する有限資源であ

る。また近年世界では石油の生産がピークに達し急速に減少に向かうという

ピーク・オイル論も注目されている（２２）。したがって超長期的には石油産業の

持続可能性を論じても意味はないと考えられよう。しかし探査や生産面にお

ける技術進歩により世界の可採埋蔵量は飛躍的に伸び続けてきた。とくにベ

ネズエラでは世界屈指の埋蔵量をもつオリノコ超重質油の商業改質化に成功

したため，石油価格が大きく下落してオリノコ・プロジェクトの採算が合わ

なくならない限り，物理的な有限性を危惧する必要はない。埋蔵量認定や石

油生産が採算性によって規定されることと，国際石油価格は短期を除いて産

油国にとっては外生的なものであることを鑑みると，産油国が石油生産の持

続性確保のためにしなければならないことは，多少の価格低下があっても採

算性を守れるように，技術コストを含む全般的な経営コスト削減，合理化の

ための努力であろう。とくにオリノコ超重質油の場合は比重の軽い原油と比

べて改質コストが高いというハンディがあるため，その努力はいっそう重要

であるといえる。そう考えると，やはり現在のチャベス政権が進める石油政
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策は中長期的に持続可能ではないといわざるをえない。

　ボリバル革命や社会開発といった社会的正義によって正当化されたこの政

策を転換するのは政治的に容易でない。�����内部においても，これらの正

義を優先し，そのためには経済合理性を欠くこともやむなしとする企業文化

が根付いてしまうと，政権交代によって石油政策の転換が将来行われたとし

ても，�����を生産企業として再生させるのには時間がかかる。そう考える

と，チャベス政権の石油政策の持続可能性だけではなく，�����，そしてベ

ネズエラの石油産業そのものの持続可能性についても中長期的な懸念が残る。

　
〔注〕―――――――――――――――

�　国際エネルギー機関（������������	
�����

�����
�
���，����傘下のエネ

ルギー調査機関），米国政府エネルギー局（���������	
���
�
���������
��
�
���

���），ベネズエラ中央銀行（�����の石油輸出による外貨収入を管理する）

の理事，国内外のエネルギー専門家など。����も毎月発行の報告書（�����

��������	
�����
���������）では政府発表数字ではなくこれらの機関や専門家と

同様に１日当たり２５０～２６０万バレルの数字を掲載している。

�　従来の原油に対して，カナダ・アルバータ州のオイルサンドやベネズエラの

超重質油は非在来型石油と呼ばれる。これらは比重が重いこと，粘性が高い

（流動性が低い）こと，また化合物の混合割合が高いことなどから，開発や精

製，輸送に技術的困難が多く，開発が遅れていた。しかし近年の石油価格高騰

と技術進歩で開発が急速に進んでいる。

�　２００６年後半に国際石油価格が低下し続けていた際に����は生産枠削減によ

る価格防衛を２度にわたり試みたが，価格が上向いたのはいずれも数日で，石

油価格はその後も低下し続けたのが証左である。

�　原油から石油製品を精製（蒸留）する際には，ガソリン，ナフサ，重油など

の製品がそれぞれ一定割合で生産される。現在先進国ではガソリン，ナフサな

どの軽い石油製品の需要が拡大し，重油（火力発電や産業用）など重い留分の

製品需要は低迷している。そして比重が重い重質原油を原料として使うほど，

ガソリンなどの軽い製品のとれる割合が少なく，需要の少ない重油留分の割合

が多くなってしまう。減圧蒸留すれば重油留分からさらに軽い製品を生産す

ることも可能だが，精製に追加コストがかかり，精製部門の利潤率を圧縮する。

このようなことから原油は比重の軽いものの方が競争力をもつ。

�　ベネズエラの資源ナショナリズムを分析した�����������	�
���
�［１９８７］

の著者モンマーは，チャベス政権でエネルギー石油省次官と�����取締役を兼

���



任し，チャベス大統領の石油政策ブレーンとなっている。これがチャベス政権

に当時の議論が反映されている背景であろうと考えられる。以下石油レント

に関する議論の詳細の多くも上述書を中心にモンマーの各種論文に拠る。

�　それまでの所得税率は，法律ではなくあくまでも契約上の取決条項であった

ため，国家の課税権が確立していたとはいえず，税率を国が変更することもで

きなかった。�����������	�
����
［１９９２��１０９，脚注］。

�　�����������	�
����
［１９９２�１１１］。なおここでいう利益折半は，石油産業

に対する所得税とロイヤルティを含めた，国の取り分すべてをさす。ロイヤル

ティは１９４３年炭化水素法で６分の１と決められたが，所得税率は政府が決めら

れるため，その後所得税率の引上げによりフィフティ・フィフティ政策はさら

に国の取り分を拡大していく。なおベネズエラで生まれたこの利益折半方式

はその後，中東など他地域の産油国にも広まっていった。

�　一般的には���度２６度未満を超重質原油，２６～２９�９９度を重質，３０～３３�９度を

中質，３４～３８�９９度を軽質，３９度以上を超軽質原油と分類する（日本石油学会ホー

ムページ������������	
���

	
��より２００７年２月１４日閲覧）。

�　モンマーは，超重質油が「オリノコタール」と呼ばれることを強く批判し，

「超重質油」すなわち石炭ではなく石油であると強く主張していた。またオリ

マルジョン事業は石炭扱いを受けているからこそ価格が安く，税率も低いため，

事業を中止すべきと主張していた（������［２００４�］）。実際オリマルジョン

事業はモンマーが石油政策ブレーンに就任して以降，廃止が決定している。

�　����������	
�	�����
�	�	���������	�������������５１，�������������	
����，

２００６年１月１５日閲覧。

�　日本の帝国石油はサービス契約で２つの鉱区にて操業していたが，そのうち

ひとつの鉱区を�����に返還し，残りひとつは合弁企業に移行し，操業を続け

ている。

�　実際イランのペトロパース（���������）は，技術力不足からパートナーを求

めているという（佐藤・�木［２００６�２７］）。

�　�����は石油専門誌が毎年実施する世界の優良石油会社（売上げ，利潤率，

生産性などの指標による）のレイティングで常時上位につけていた。１９９０年代

までの�����の人材の優秀性については，当時の�����を知る複数の外国石

油会社の業務担当者への筆者インタビュー（２００６年２月，８月にカラカスおよ

びヒューストンで実施）でも異口同音に語られていた。

�　これは，ベネズエラより以前に国有化し，石油生産が低迷したメキシコの国

営石油�����の二の舞を踏まぬよう，ベネズエラの石油国有化時にはできるだ

け経営に断絶が生じない工夫がされたためである。具体的には国有化後は

�����内部には５つの操業子会社が置かれたが，それらはそれぞれが国有化前

の外資メジャーを引き継いでいる。例えば１９９０年代に�����総裁を務めたジ
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ウスチ（�����������）はシェル時代に石油産業に入り，国有化後はシェルを引

き継いだ子会社�������内で内部昇進し，持株会社�����の取締役から総裁に

なった。

�　毎年全員の査定が行われ，ポイントが付与される。その累計によって昇進が

決まり，幹部候補になりうるかなどが決められていた（２００６年２月，カラカス

で元�����取締役へのインタビューより）。

�　反大統領派を理由に解雇された元�����役職員に対する雇用排除は，

�����のみならず，�����からの圧力で，�����とサービス契約や戦略的提

携でパートナーを組んでいる外資石油企業，技術サービス会社にまで徹底して

いる。そのため多くの石油技術者や管理職経験者が職を求めて海外（とくにカ

ナダやメキシコ）の石油産業に流出している（２００６年８月カラカスで複数の石

油専門家・関係者へのインタビューより）。またラミレス現�����総裁は，２００６

年１２月の大統領選挙前に「チャベス大統領に投票しない人物が�����で働くこ

とは許されない。�����は（チャベス大統領のボリバル革命で）真っ赤に染

まっている」と発言して，役職員にチャベス大統領への忠信を強制した。

�　２００６年２月，８月に，カラカスおよび米国ヒューストンで行った複数の石油

専門家へのインタビューより。

�　南米諸国に天然ガスを輸出するためには，ベネズエラのカリブ海沿岸部でガ

スを液化してそれを海上輸送する方がはるかにコストが低いというのが，国内

外の専門家の一致した見解である。南米大陸を物理的に縦断するパイプライ

ンの建設は南米統合のための外交的シンボルでしかない，との意見もあった

（２００６年８月カラカスおよびヒューストンでのガス専門家，関係者へのインタ

ビューより）。

�　�����研究者�氏へのインタビューより。２００６年３月にカラカスで�氏が現

�����取締役の１人に行ったインタビューでの発言。

�　�����元幹部で石油精製の専門家�氏からのヒアリングより（２００６年８月カ

ラカス）。

�　２００６年２月，８月に，カラカスおよびヒューストンで行った複数の石油専門

家へのインタビューより。

�　ピーク・オイル論はもともとは，１９５６年に地球物理学者ハバート（���������）

が米国の石油生産が１９７０年にピークを迎え，その後減退する（ハバート曲線）

と予測していたことに始まる。１９９０年代末に石油地質学者キャンベルらのグ

ループが再び世界のオイル・ピークの議論を始めたことで注目を集めている

（����������	
�����
�
�［１９９８］）。
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